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パネリスト報告 4

ソーシャルメディア規制の現状と課題

ひかり総合法律事務所　弁護士
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　板倉　陽一郎

　私からは、今の曽我部先生の憲法の解説を受け、実務的にソーシャルメディアの規制にどん
な手段があるかをご説明します。もっとも、ソーシャルメディア規制の話を全部しようとする
と表現規制を全て話さなければならなくなりますので、概説にとどめます（スライド 4）。基
本的類型としては、人格権ないし人格的利益、知的財産権と、現代的な話としてフェイクニュー
ス、ヘイトスピーチ、個人情報を含む「長者番付」があります。それから手続面について、よ
く使われているソーシャルメディアは Facebookにせよ Instagramにせよ全て外国事業者ですの
で、これらを相手にするときの手続の難しさを概説していきます。
　表現の自由についていろいろな侵害があることは曽我部先生からご説明があったとおりです
が、ソーシャルメディア上の表現行為で被害が生じたとき、被害者は何ができるのかという一
番基本的なレベルから話します（スライド 5）。例えば、既存メディアによって名誉毀損が起
きたのであれば、メディアは逃げも隠れもしませんから、出版前の差止めも試みることができ
ますし、賠償請求なども（認められるかどうかはともかく請求すること自体は）当然できます。
　一番著名なのはロス疑惑で、三浦和義さんがたくさんの本人訴訟を起こしています。既存メ
ディアと戦うことはできます。また、実名ユーザーがいろいろ悪口を書いた場合、ソーシャル
メディアを介していても介していなくても、本人に対して削除命令まで含めた差止め請求、賠
償請求を行えます。これがソーシャルメディア上で展開されることは、しばしばあります。ソー
シャルメディア上に流れている情報は信用できない、余り信用している人がいないという指摘
が先ほどありました。一般ユーザーが書いているものは恐らくそうなのでしょうが、既存メディ
アがソーシャルメディアにも参加もしくは参加はしていないがニュースを配信していて、それ
が一般ユーザーにコピペされて読まれている場合ということもあることには注意すべきでしょ
う。このように、既存メディアや実名ユーザーが侵害的な表現行為を行っている場合には、直
接そちらに請求すればよいわけですが、特徴的なのは匿名ユーザーが侵害的な表現行為を行っ
た場合です。この場合、匿名ユーザーに直接請求できませんので、ソーシャルメディアに、こ
の人は誰かという情報を出してもらう請求をします。発信者情報開示請求です。この辺りは、
これに関連した研究会の最終的とりまとめ案が本日出たところで（ 1）、その座長が曽我部先生
ですが、ソーシャルメディアに対して発信者情報開示請求をすることが当然想定されています。
　また、被害が余りにも多すぎて、いろいろなところで同じような、例えば、名誉毀損的な表
現がなされている場合、個別的に分かる人もいますが、全部個別ではやっていられないことか

（ 1 ） 総務省「別紙 2 発信者情報開示の在り方に関する研究会　最終とりまとめ」2020.12. <https://www.soumu.go.jp/
main_content/000724725.pdf> これに基づき、第 204回国会（常会）に「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の
制限及び発信者情報の開示に関する法律の一部を改正する法律案」が提出される予定である。
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ら、ソーシャルメディアに検索結果自体の削除を請求することがあります。これが最高裁まで
いったグーグルの検索結果削除といった問題になります（ 2）。
　さらに、既存メディアや実名ユーザーに直接請求して削除されても、ソーシャルメディア上
に残り続ける場合等があります。その場合は、ソーシャルメディアに残っているものの削除、
差止め、損害賠償請求をやることがあります。民事的にやるとなると、このような話になりま
す。これは被害者が自分で動く場合です。
　被害者以外からの規制にはどのようなものがあるのかというと、いろいろなパターンがあり
ます。スライド 6には一般論だけ書いています。一般行政機関は捜査機関以外ということです。
省庁や自治体が何らかの行政法を用いて、行政命令や行政指導の形でソーシャルメディアにこ
れは消してくださいという場合があります。また、本当にひどい表現行為で刑事罰まである場
合は、捜査機関から捜査、場合によっては刑事訴追されることがあります。ソーシャルメディ
アを訴追するのではなく、捜査を行って、実際にそれを書いた匿名ユーザーを訴追することも
あるわけです。さらに、行政機関ではなく自主規制団体で、皆で守ろうと言っている場合は、
自主規制団体の方から守りましょうと言う場合もあります。自主的な削除というものもありま
す。これが行き過ぎると、消したこと自体が問題になることは、既に皆さんからコメントがあっ
たとおりです。
　各論にいきます（スライド 7）。名誉毀損やプライバシー侵害は、典型的な被害者のいる表
現になります。これに対して、強制力を伴う行政法は日本にはありません。自民党政権のとき
も民主党政権のときも、人権擁護法も人権委員会法も作ることができませんでした。そのため、
法務省の人権擁護局で、根拠規定が特にない一種の行政指導として、ソーシャルメディアに消
してくださいとお願いをしている状況です。こうした形で、行政的な手法が取られることもあ
ります。
　被害者は当然、損害賠償請求、差止請求を行います。誹謗中傷は、名誉毀損やプライバシー
侵害であることが多いと思います。プライバシー侵害には原則として刑事罰はありません。リ
ベンジポルノは例外的です。名誉毀損には刑事罰もあるので、ハードルは高いものの刑事的な
手法が取られることもあります。ただ、刑事捜査になることは余りありません。ソーシャルメ
ディアで流布されている場合は賠償請求等が行われることもあります。
　著作者人格権の一つとして氏名表示権があります（スライド 8）。リツイートする際に著作
者の名前を付けて著作物を出さないと著作権人格権（氏名表示権）侵害になりますが、リツイー
トしたら自動的に名前部分が画像から消えてしまったそうで、これが氏名表示権侵害になるの
かが問題になり、なり得るという最高裁判決が出て話題となりました（ 3）。
　次に、ソーシャルメディアでよく発生する問題である、ヘイトスピーチに移ります（スライ
ド 9）。ヘイトスピーチは、特定の方からすれば被害と感じる類型ですが、個人的な被害かと
いうと難しい面があります。もっとも、不法行為だということで、自分で損害賠償請求する場合、
ヘイトスピーチ規制法を根拠に不法行為を認める方向になることがあります（ 4）ただし、この
法律自体は、行政指導の根拠とはされていません。そこで法務省は何をやるかというと、スラ

（ 2 ） 最高裁判所平成 29年 1月 31日決定、民集 71巻 1号 63頁。
（ 3 ） 最高裁判所令和 2年 7月 21日判例、裁時 1748号 3頁。
（ 4 ） 大阪地方裁判所平成 29年 11月16日判例、判時 2372号 59頁。
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イドにあるようなキャンペーンをやっています。
　さらに強力なものとして、地域によって条例が定められている場合があります。有名なのが
川崎市と大阪市の条例です。川崎市は、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」とい
う罰則を設けた条例を運用していることで注目されています。非常に分かりやすいパンフレッ
トも出されています（スライド 10）。いきなり刑事罰とか行政命令ではなく、きちんと審査会
でチェックをして「勧告」、さらに審査会の意見を聞いて、それでもヘイトスピーチを止めな
い者には「命令」、さらに「公表」、「罰則」と続きます（スライド 11）。これはリアルでヘイ
トスピーチを続けた場合で、インターネット上での表現活動については拡散防止措置、世界に
公表と。市から SNSに「消してください」とお願いすることになると思います。そのような
手段があります。
　次にフェイクニュースです（スライド 12）。フェイクニュースの難しいところは、被害者が
いない場合が多いことです。もちろんフェイクニュースにも、いろいろな種類があります。人
の名誉毀損を伴うようなものであれば刑事訴追もあり得ますし、偽計業務妨害、刑事訴追上の
風説の流布であれば、刑事的な手段もあり得ます。しかし、具体的な被害者がいない場合、法
的な手段は難しくなります。そこで、ソーシャルメディアが自主的な規制を行っています。先
ほどの平先生の話にも出ていましたが、ドナルド・トランプ（Donald Trump）大統領自身がウ
ソのニュースを流すため、トランプ大統領のツイートに「これには気を付けてください」といっ
たレッテルが貼られるという問題にまで発展しています。さらに、行政機関、捜査機関による
表現の規制は極端な場合に限られるべきだということで、ファクトチェック団体等による取組、
皆で作る協議会等による取組が進んでいるところです。
　最近は、個人情報を含む「長者番付」のようなデータ・ジャーナリズムも平先生から紹介さ
れているところですが、これについて日本には直接的な指示指針はありません。ただし、ハン
ガリーのデータ保護機関が、長者番付はデータ保護法違反だとして制裁金を課すといった動き
もあり（ 5）、こういった表現の規制も着目されるところです（スライド 13）。
　次に手続論です（スライド 14）。メジャーなソーシャルメディアの運営主体の多くは外国事
業者ですので、日本にいないことになっています。そのため訴訟するだけでも、膨大な手間が
掛かります。法人登記に相当するものを外国から取り寄せ、訴状等を全部翻訳して、訴状を送
達するまでに場合によっては 1年近く掛かることもあります。外国企業が日本で継続的に事業
を行っている場合、外国法人登記をしなければならないのですが、法務省はこれを徹底してく
れません。これは民事で争う場合ですが、行政規制についても同じような問題があります（ス
ライド 15）。域外に行政規制を適用するという問題、現地の捜査当局・行政当局との協力の規
定が必要だという問題もあります。また、公示送達、つまり直接これは手渡しとかしなくても
行政処分の効力を発揮するという規定がないと外国事業者に行政処分するのは難しくなりま
す。

（ 5 ） “Case number: NAIH/2020/1154/9,” 2020.7.23. Hungarian National Authority for Data Protection and Freedom of 




